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   ３ 大気汚染防止法等の規定による届出           令和 8 年 4 月 1 日現在 

根 拠 法根 拠 法根 拠 法根 拠 法 令令令令 

 

大気汚染防止法(第 6 条､第 17 条の 5､第 18 条､ 第 18 条の 6､第 18 条の 15、第 18 条の 17､第 18 条の 28等） 
奈良県生活環境保全条例(第 12 条等) 担当課 

担当係 

 

水・大気環境課 

生 活 環 境 係 0742-27-8734 
制度の概要制度の概要制度の概要制度の概要  工場及び事業場における事業活動並びに建築物の解体等に伴うばい煙、

揮発性有機化合物、粉じん及び水銀の排出等を規制する。 

目目目目            的的的的  大気の汚染に関し、国民の健康を保護するとともに、生活環境を保全するこ

とを目的とする。 

対 象 地対 象 地対 象 地対 象 地 域域域域  県内全域 

規 制 内規 制 内規 制 内規 制 内 容容容容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 大気汚染防止法２条２項に規定するばい煙発生施設、同条５項に規定す

る揮発性有機化合物排出施設、同条１０項に規定する特定粉じん発生施設

及び同条１３項に規定する水銀排出施設を設置又は変更する場合、その工

事に着手する６０日前までに保健環境研究センター（奈良市内の事業場は

奈良市）に届出が必要 

２ 同法２条９項に規定する一般粉じん発生施設を設置する場合、保健環境

研究センター（奈良市内の事業場は奈良市）に事前に届出が必要 

３ 同法１８条の１５第６項に規定する規模の解体等工事を実施する場合、同

工事に関する石綿の事前調査の結果を保健環境研究センター（奈良市内の

事業場は奈良市）へ報告が必要 

４ 同法２条１１項に規定する特定粉じん排出等作業を伴う建設工事を実施す

る場合、その作業を開始する１４日前までに保健環境研究センター（奈良市

内の作業は奈良市）に届出が必要 

５  奈良県生活環境保全条例２条１項６号に規定するばい煙等発生施設を設

置又は変更する場合、その工事に着手する６０日前までに保健環境研究セ

ンター（奈良市の作業は奈良市）に届出が必要 

６ 適用除外 

 大気汚染防止法２７条１項に規定する施設等 

許 可 等 の 基許 可 等 の 基許 可 等 の 基許 可 等 の 基 準準準準 

 

 

 

 

 

 

１ 大気汚染防止法３条１項及び２項（大気汚染防止法施行規則３条及び４条

等）に規定するばい煙発生施設の排出基準による。 

２ 大気汚染防止法１７条の４（大気汚染防止法施行規則１５条の２）に規定す

る揮発性有機化合物の排出基準による。 

３ 大気汚染防止法１８条の３（大気汚染防止法施行規則１６条）に規定する

一般粉じん発生施設の構造等の基準による。 

４ 大気汚染防止法１８条の５(大気汚染防止法施行規則１６条の２)に規定す

る特定粉じん発生施設の敷地境界基準による。 

５ 大気汚染防止法１８条の１４(大気汚染防止法施行規則１６条の４)に規定

する特定粉じん排出等作業に係る規制基準による。 

６ 大気汚染防止法１８条の２７(大気汚染防止法施行規則第１６条の１８)に

規定する水銀排出施設の排出基準による。 

７ 奈良県生活環境保全条例１１条（奈良県生活環境保全条例施行規則１０

条）に規定するばい煙等規制基準による。 
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 大気汚染防止法等の規定による届出 
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保健環境研究

センター 

奈 良  市 

 

※ 

 

 

 

 

 

審   査 

 

 

   

 

  

 

 

 

 

実施制限（６０日間） 

  [一般粉じん発生施設を除く。] 

 

 

 

 

 計画変更命令等 

 [一般粉じん発生施設を除く。] 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

届  出 者 

 

 

 

届 出 者  

   

着   工  

  

※ 奈良市内の事業場については奈良市に、それ以外は保健環境研究センタ

ーに届出 

 


